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１　松村祐樹議員（一括質問）
　１　第６次府中市総合計画を振り返りよりよい府中市の未来を目指して
府中市では、第６次総合計画を平成26年度から令和３年度にかけて市の最上位計画と位置づけ、様々な施策の展開や事業の推進に取り組んでおります。また、４年ごとに基本計画の見直しを行い、市の目指す方向性等を掲げ進んできております。そして、その計画も令和３年度で一度、区切りを迎え未来に向け新たな目標を掲げる重要な時期が近づいてきていると思います。
現在、策定中の次期計画においては、継続した課題や新たな市民ニーズに対応していくことが重要であるとも思っております。
そこで、第６次総合計画を終えるに当たって過去を振り返り、次期計画の第７次総合計画に向けて市としての考えもお聞きしながら、以下質問したいと思います。
　　①　第６次総合計画の８年間の主な成果と都市像である「みんなで創る　笑顔あふれる　住みよいまち」を実現できたと感じているか市としての認識をお聞きします。
　　②　重点プロジェクトを掲げている事業について、市として評価はどうであったか教えてください。
　　③　計画内の財政見通しについて市の見込みと結果についてどう感じているかお聞きします。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
２　清水　勝議員（一括質問）
　１　東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の成果と検証について
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会が、新型コロナウイルス感染症の影響により１年の延期後、開催について賛否両論があるコロナ禍での開催となりましたが、多くの感動を世界中に与え閉幕しました。ラグビーワールドカップ2019日本大会から引き続き、開催される予定が延期になり、難しい選択を迫られる状況でしたが、府中市として長い期間と惜しみない労力をかけて準備に翻弄された時期だったと思います。いろいろありましたが、この期間、懸命な努力をされた市の担当部門に関わった多くの職員の皆さんに感謝しつつ、振り返っての成果と検証について伺います。
　　(1)　東京2020大会を通して市の取組の成果と開催後の評価

　　(2)　準備期間から大会期間中まで経済、観光、教育に与えた影響
　　(3)　今後のレガシーとして引き継がれることや生かされること。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
３　渡辺　将（一括質問）

　１　ふちゅチケについて
令和２年11月から令和３年３月までの利用期間だった前回の紙のふちゅチケに引き続き、今回は令和３年10月から令和４年３月までの利用期間でデジタル版のふちゅチケの事業が開始されました。

開始当初はふちゅチケのサイトにアクセスが集中し、ふちゅチケの登録ができなかったり、ガラケーではふちゅチケが使用できなかったり、カード型商品券を使えるお店が少なかったり、コールセンターに電話ができないなどのトラブルが見られ、デジタル版のふちゅチケの事業の難しさが見られました。
今後もプレミアム付商品券の事業を継続していただきたいと思い、このデジタル版のふちゅチケについて以下質問させていただきたいと思います。
　　(1)　キャッシュレスのふちゅチケの事業概要について改めて伺います。
　　(2)　これまでの申込状況について、11月21日締切の再販分も含めて状況についてを伺います。
　　(3)　ふちゅチケを利用されている市民の声について、どんな感想が寄せられているか伺います。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　改築が遅くなる学校の老朽化に伴う大規模改修について
府中市教育委員会では、「学校施設改築・長寿命化改修計画」を策定し、早期改築着手校の八小、一中や次期実施校の三小、六小の改築事業を進められております。今後、計画に基づき、２年に２校のペースで「第１グループ」残りの８校の改築が順次進められるものと思います。計画では、「第１グループ」の改築事業が完了する時期につきましては、令和14年となっており、現在から、まだ10年以上先であり、「第２グループ」に位置づけられている学校の21校はさらにその後となります。

そのため、教育委員会では、計画で位置づけた「第２グループ」の学校については、実施期間が遅くなるため、最低限必要となる大規模改修を計画的に実施するため、令和２年度に「大規模改修整備方針」を策定しております。

しかしながら、「大規模改修整備方針」の改修項目は、校舎などの、ニーズに合っていないものと感じております。
現在の学校施設については、「第２グループ」と位置づけている学校であっても、校舎や体育館などの老朽化が顕著であり、内装改修を含めたハード整備は、必要であるものと思います。

そこで、大規模改修整備方針に基づく、学校施設の整備状況や考え方などを、以下確認させていただきます。
　　(1)　今年度に府中市学校施設大規模改修整備方針に基づき実施している改修について、学校と改修項目について伺います。
　　(2)　府中市学校施設大規模改修整備方針において、経年劣化に伴う改修と、施策として短期間で実施する改修に分けて位置づけていますが、実際の実施時期などの決め方について伺います。
　　(3)　実際に各学校からの、要望件数と実際にどのような要望が上がっているのか伺います。

　　　〔答弁〕教育長・担当部長
　３　府中市の市史編さんについて
平成26年に設置された「府中市史編さん協議会」において、「府中市史編さん方針」が策定されました。この方針では、2014年から2023年の10年間で、市史を編さんし、その内容を刊行するという予定になっております。

改めて市史編さんの意義を伺い、2024年以後も定期的に市史編さん事業を行い、後世にしっかり府中の歴史を残すべきだと考え、以下質問いたします。

　　(1)　市史を編さんする時間的なスパンやタイミングや編さんの内容など、市史編さんについての市の考え方について伺います。
　　(2)　前回の市史編さんの成果について伺います。

　　(3)　これまでの市史編さんの取組状況について伺います。

　　(4)　今後の市史編さんのスケジュールについて伺います。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
４　手塚としひさ議員（一括質問）

　１　高齢者支援の充実について
高齢化がますます進み、高齢者のみの世帯数も年々増加していると感じています。コロナ禍が長期化して何かと苦労されている市民からのお困りの御相談もあります。老老介護等苦労されている御家族も多くなってきています。
そこで、府中市の高齢者福祉につきましては、近隣自治体と比べてもかなりの高水準にあると自負していますが、高齢者のみ世帯をはじめ高齢者に対するさらなる支援の充実を願いまして、以下お尋ねします。
　　ア　高齢者世帯が増加する中、高齢者支援のさらなる充実に向けた基本的な考え方について伺います。
　　イ　高齢者のみ世帯数の推移について、一人暮らし、二人世帯、三人以上世帯に分けて教えてください。

　　ウ　高齢者のみ世帯に関して、市民から寄せられている要望・苦情等は主にどのような内容ですか。増えていますか。

　　エ　高齢者のみ世帯に対して実施している府中市の具体的な施策・事業について教えてください。

　　オ　高齢者のみ世帯のさらなる増加に対する課題と対策についてお尋ねします。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　防犯カメラの拡充について
全国的には、予測できないような凶悪な犯罪・事件が相変わらず発生しています。
「府中市は、通学路に防犯カメラが設置されているので、安心です。」という声がありますが、安心はできません。先日も四谷２丁目にお住まいの方から、「この近くも子どもたちが多く行き来していて心配なので、学校からは少し離れていますが、新たに防犯カメラを設置できないでしょうか。」との問合せがありました。
また、商店街等への防犯カメラにつきましても、府中市内の犯罪抑止に大いに役立っていると思います。
本来ならば、防犯カメラがなくても、安心して暮らせることが理想だとは思いますが、防犯カメラは、犯罪抑止や事件の早期解決等で大変重要な役割を果たしています。
そこで、より安心・安全なまちづくり推進を願いまして、以下お尋ねします。
　　ア　通学路への防犯カメラ設置の経緯・設置状況・成果等について伺います。

　　イ　学校によって通学路の数・距離等に違いがあるので、学校別にもう少し増設してほしいとの声がありますが、いかがですか。

　　ウ　商店街等通学路以外の防犯カメラ設置の経緯・設置状況・成果等について伺います。今後、増設の予定はありますか。

　　エ　不法投棄は減少していますか。以前、悪質な不法投棄が多い場所への防犯カメラ設置を要望しましたが、検討していますか。

　　オ　府中市内の犯罪件数について、防犯カメラ設置以前からの推移を伺います。
　　　〔答弁〕市長・教育長・担当部長
　３　市役所窓口の混雑対策について
コロナ禍が長期化する中で、市役所の窓口エリアが連日混雑していて、心配の声が寄せられています。マイナンバーカードの申請をしたいけれど、市役所の窓口が混雑しているのでちゅうちょしている市民もいます。また、先般の衆議院議員選挙の期日前投票の際に、「長蛇の列ができていて、玄関の外まで並んでいたので投票するのを諦めました。」というメールが届きました。令和５年５月には新庁舎移転の予定ですが、窓口エリアはそれほど変わらないので心配との声もあります。
そこで、市役所窓口エリアの混雑緩和を願いまして、以下お尋ねします。
　　ア　市役所の総合窓口課の待合スペースが、連日混雑しているようですが、いつ頃からどのような理由で混雑が続いていますか。

　　イ　ソーシャルディスタンスが保たれていない等、コロナ禍対策が不十分との声がありますが、少しでも混雑を緩和するためにどのような対策を施していますか。

　　ウ　この混雑はいつまで続く見込みですか。新たな混雑緩和対策を検討していますか。例えば、マイナンバーカード関連業務を、文化センター等で分担できませんか。

　　エ　新庁舎移転後は、総合窓口課の待合スペースはどのくらい増えますか。来庁者は増えそうなのに、あまり変わらないので心配との声があります。どのような見通しなのか、お尋ねします。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
５　佐藤新悟議員（一括質問）
　１　府中市中心市街地活性化基本計画について
平成28年６月に認定された府中市中心市街地活性化基本計画の計画期間が今年度、令和４年３月に終了するに当たり、ここで本基本計画認定後の中心市街地活性化事業を振り返り、基本計画終了後の中心市街地のさらなる活性化への一助になるよう質問する。

府中市中心市街地活性化基本計画は「にぎわい創出により市民や来訪者が集い交流する文化・歴史ある中心市街地の形成」を活性化のテーマとして官民が一体となって活性化に向けた取組を進めるべく平成28年６月に認定された。

計画以前より中心市街地活性化に関しては、府中駅周辺の商業環境の整備として京王線連続立体交差事業に併せ、府中駅北側の土地区画整理事業と府中駅南口第一種市街地再開発事業が進められ、平成８年３月に第二地区、同17年３月には第三地区が完成開業した。あわせて、けやき並木でのイベントの開催、大國魂神社とその参道では、くらやみ祭りをはじめとする数多くの祭事が催され大きなにぎわいが創出されてきた。南口再開発事業は、平成29年７月のル・シーニュの開業により一つの終点を迎え、にぎわいとともに市民活動センターがル・シーニュ５階・６階に開設され新たな市民の交流の場が生まれた。その後の伊勢丹府中店の閉店や、新型コロナ感染症など経済的・社会的な要因を受けながらも、新たな大型商業施設「ミッテン府中」の開業などがあり、現在のにぎわいがもたらされている。
また、本計画認定から５か月が過ぎた平成28年12月に「一般社団法人まちづくり府中」が設立され、にぎわいを創出する事業を展開してきた。府中市より委託を受けた「キテキテ府中マルシェ」、「けやき並木ストリートテラス」、「府中まちバル」、さらに、竹あかりおもてなしライトアップ事業等、記憶に新しい。今後、新たな形で、新しい生活様式を踏まえたにぎわいを創出する事業展開が期待される。
さて、計画において中心市街地活性化の課題として挙げられた①経済活力の向上②回遊性の創出③市民交流の増進、の３点に対して、先に述べた「にぎわい創出により市民や来訪者が集い交流する文化・歴史ある市街地の形成」というテーマが設定され、①商業活性化の推進による魅力あふれたまちづくり②地域資源をいかしたにぎわいのあるまちづくり③文化・歴史を育み暮らしやすいまちづくりという三つの方針が示され、それぞれにおいて目指す目標が定められた。そこで、課題に対する課題解決への方針を私なりにそれぞれ整理すると、①中心市街地の集客性・商業のにぎわいの維持のための戦略的にぎわいの創出、②拠点となる地域資源をいかした中心市街地全体の回遊性の向上、③歴史と文化を継承し、市民生活の中心となるまちづくり、と考える。
課題に関しては、中心市街地活性化の課題は計画期間中だけのものではなく、計画期間終了後も当然の課題としてまちづくりを進めなければならない。同時に、計画期間の後半での新型コロナ感染症は本計画実施にも多大な影響を与えた。
以上を踏まえ、基本計画終了後の中心市街地のさらなる活性化への一助になるよう、以下、質問する。
　　①　計画終了を迎えるに当たって、中心市街地活性化の現状までを振り返って欲しい。計画期間の後半での新型コロナ感染症の感染拡大の計画への影響
　　②　中心市街地における商店数、空き店舗数の推移。コロナの空き店舗数の推移への影響
　　③　「ミッテン府中」の開業による影響
　　④　東京競馬場の来場者を中心市街地へ誘導する仕掛けづくりの現状と取組
　　⑤　国史跡武蔵国府跡国司館地区の現状と取組
　　⑥　「一般社団法人まちづくり府中」の現状と取組
　　　〔答弁〕市長・担当部長
６　稲津憲護議員（一問一答）
　１　終活支援事業を充実させよう－我が家を空き家にしない対策－
今回は、令和２年第４回定例会以来となる「終活支援事業を充実させよう」と題して、近隣の迷惑になってしまうような空き家を作らないために、生前からできる対策と支援について取り上げていきます。

ある民間シンクタンクの推計では、認知症の高齢者が所有する住宅は全国で221万戸に上り、全ての住宅の約30戸に１戸に当たるとのことです。認知症の高齢者の住宅は、所有者の判断能力が十分でないとして売却が難しくなるケースも出ており、結果的に空き家化することもあると言われています。

住宅が空き家化すると、犯罪被害や火災の危険性が増すほか、近年は、ハクビシンなどの動物が空き家に侵入し、悪臭や建物の荒廃が進むことも報告されています。
住宅の所有者が認知症になった場合に備え、主に成年後見制度の活用が推奨されていますが、手続の難しさや費用面から、実際に利用するにはハードルが高いのが現状です。また、成年後見制度に限らず、空き家対策になる制度が広く知られていないようにも感じられます。
そこで、行政でできる支援体制づくりと、空き家のリスクを啓発する活動について、以下質問いたします。
　　Ａ　現在、市内にある空き家のうち、建物の損傷や樹木の繁茂等により近隣住民から市に対応を求められている市内の空き家の数を教えてください。
　　Ｂ　現在、市内にある荒廃した空き家のうち、倒壊等のおそれがある建物や動物が住みつくなど衛生的に問題のある建物など、周辺の生活環境に影響を与えている空き家の数を教えてください。
　　Ｃ　権利擁護センターふちゅうで、直近３年間に成年後見制度の相談を受けた件数を教えてください。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
７　秋山としゆき議員（一問一答）
　１　スポーツタウン府中のさらなる推進に向けて②－ＳＤＧｓの視点を取り入れた「第２次府中市スポーツ推進計画」策定について－

令和４年度から８年間を計画期間とした「第２次府中市スポーツ推進計画」策定については、現在パブリック・コメントを実施しているところと認識しております。ラグビーワールドカップや東京オリンピック・パラリンピック開催によるレガシーの活用や新型コロナウイルス感染症拡大等の影響により、市民スポーツと健康に対する意識が大きく変化していることを踏まえた計画になるのではないかと考えます。

その中でも、特にＳＤＧｓ目標達成に向けた内容が取り上げられていますが、例えば「ジェンダー平等」の視点では女性アスリートの環境整備、また「すべての人に健康と福祉を」の視点では、生活環境によってスポーツに取り組めない方々への支援、シニア世代がスポーツを楽しむことによる健康寿命の延伸や地域住民交流の活性化に向けての取組が重要かつ喫緊の課題であると感じております。

そこで、「スポーツタウン府中」の推進と健康長寿社会の実現に向けての取組、次期スポーツ推進計画の考え方を踏まえて、以下質問させていただきます。
　　①　「第２次府中市スポーツ推進計画」の策定に当たり、市の「スポーツタウン府中」のさらなる発展に向けた考え方についてお聞きいたします。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
８　結城　亮議員（一括質問）
　１　新型コロナウイルス感染拡大「第６波」に向け、市民の命を守るために自宅療養者への支援策強化を求める
政府は新型コロナウイルス感染拡大の「第６波」に向け、医療提供体制の強化を図っています。一方で東京などの都市部では多数の自宅療養者の発生が予想される中、「第５波」の教訓を踏まえ自治体独自の見守り体制強化、支援策が必要です。そこで１回目以下、４点伺います。
　　(1)　府中市内における新型コロナウイルス感染拡大「第５波」の際、自宅療養者に対して東京都からの食料支援が届かない方々が多数、市内にも存在したと思われますが、市の窓口への相談、苦情の状況などについて伺います。
　　(2)　府中市の新型コロナ感染者の自宅療養者フォローアップセンターによる支援策について、その実施した理由、目的と実績について伺います。

　　(3)　東京都から新型コロナウイルスに感染された自宅療養者の情報開示が、市区町村になされることにより、今後市として自宅療養者に対する対応についてはどのように変わるのか考えを伺います。

　　(4)　東京都の医師会が新型コロナウイルス感染拡大「第５波」に向け、地域の医療機関に協力を求める方針を打ち出しました。そこで市として医師会とも協力して自宅療養者に対する支援策について、どのような考えか伺います。

　　　〔答弁〕担当部長
　２　コロナ禍における日常からの「新しい生活様式」に対応する住宅改修補助事業制度の創設を求める

新型コロナウイルス感染拡大が日常化する中、その感染防止対策のために「新しい生活様式」の考え方が浸透しています。それは「感染予防対策」、「働き方の新しいスタイル」につながる住宅、商業店舗、オフィスなどへの改修工事の需要にも波及しています。そこで安全、安心な住まいづくりの推進を目的に１回目以下３点伺います。
　　(1)　新型コロナウイルス感染症対策として「新しい生活様式」に対応する安心、安全な住まい、店舗、オフィスの在り方について市の考えを伺います。

　　(2)　現在、府中市で実施している住宅改修補助支援策の中で、「コロナ禍の新しい生活様式」に対応するために活用できる施策はあるか伺います。
　　(3)　コロナ禍において地域経済への波及効果を目的とする、産業支援策としての住宅や店舗などの改修補助事業について市の考えを伺います。

　　　〔答弁〕担当部長
９　増山あすか議員（一問一答・１件のみ答弁）
　１　学力向上への取組について
令和４年から始まる「第３次府中市学校教育プラン」案が取りまとめられました。このプランを読んでも分かるとおり、昨今、公立の学校教育に求められるものは、多岐にわたるところであり、現場の教師はもとより、教育委員会の大変さが読み取れます。
そのような状況ではありますが、やはり、学校の一丁目一番地は、勉強です。
全国学力調査の結果を見ますと、本市の中学生は、東京都平均より上回っているものの、小学生は下回っている状況であることが分かりました。平均点はあくまで参考となる指標ではありますが、その学年ごとに必要とされる基礎知識をきちんと習得することは、その後の子どもの進路・人生にとって、とても重要なことです。
また、都市の魅力度の一つに「どれだけ教育に力を入れている自治体か」という点があります。特に子育て世帯が住まいを探すときの条件の一つに、「自分の子どもがどのような公立学校に通うことができるのか」という視点があります。子どもの将来を考えて、少しでもいい教育を受けさせたい、と願う保護者は多く、小・中学校から私立に通わせるのは金銭的につらいけれど、公立学校で教育に力を入れている学校があれば、ぜひそこに通わせたい、という話もよく耳にします。実際、学力が高い都市は、住みたい街ランキングでも上位の傾向が見受けられます。
本市が活気ある持続可能な都市であり続けるためには、若い世帯から選ばれる自治体であることが必須です。
そこで、以下のとおりお聞きします。

　　(1)　本市の学力向上への取組について、現状と今後の方針について教えてください。
　　　〔答弁〕教育長・担当部長
　２　下水道の老朽化対策、豪雨対策の進捗について
本市の下水道事業は、昭和39年から本格的な取組をはじめ、平和島競艇事業からの繰入金を活用しつつ、昭和59年には普及率100％を達成し、多摩川の水質保全、公衆衛生と市民生活の向上に大きく寄与しました。

下水道管の標準耐用年数は50年とされているため、最初に敷設した管渠は、平成26年から順次50年を迎え、老朽化対策を実施しているところです。

近年、インフラの老朽化に起因した事案が全国的に発生しており、日常生活では当たり前過ぎてあまり意識していない道路や水道管などのインフラの老朽化対策の重要性を意識させられるところです。特に下水道は、公衆衛生の観点から、全ての市民に必要不可欠なインフラであり、時間50ミリメートルを超える集中豪雨の頻発により、雨水の排水機能の強化や、これから発生が予測される大規模な地震への対策として、老朽化対策は大変重要です。

そこで、私たちの生活の基礎を支える下水道の老朽化対策と、地震や近年の豪雨対策に、どのように取り組んでいるのか、お聞きします。

　　(1)　現在、どのような優先順位をつけてどのような改良を行い、市内の何割で改良が進んでいるのか教えてください。また、今後は、どのくらいのペースで改良を行う見通しであるか教えてください。
　　　〔答弁〕担当部長
10　そなえ邦彦議員（一括質問）
　１　市の無戸籍者への支援体制について
　　ア　市に無戸籍者は何人いますか。
　　イ　無戸籍者になった理由はなんですか。
　　ウ　無戸籍者への対応はどうしていますか。
　　エ　相談窓口はどうなっていますか。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　酸素ステーションの整備状況について
　　ア　現在、酸素ステーションは設置されているのか。
　　イ　設置されていれば、どこにどのような形で設置されているのか。
　　ウ　病院に入院できないコロナ患者への酸素の供給はどうしているのか。
　　　〔答弁〕担当部長
11　髙津みどり議員（一括質問）

　１　市立保育所における障がい児保育の体制強化を
本市では、多様化し増加する保育・子育て支援ニーズや市立保育所の施設老朽化などの保育行政を取り巻く諸課題に対応するため、平成26年１月に策定された「今後の保育行政のあり方に関する基本方針」に基づき、市立保育所の再編が進められてきました。同時に待機児童解消に向けては認可保育園を増設し、令和３年度の待機児童は28名にまで減少しました。地域子育て支援センター「はぐ」も４か所に増え、来年度新設される「子育て世代包括支援センター」により、さらに切れ目のない子育て支援の充実が図られることに期待が寄せられています。

そうした中で、小・中学校の特別支援教室に通う児童・生徒が増え続けていることを考えると、就学前に発達に不安のある子どもも増えていると思われます。本市では、障がい児等への「すくすく保育」が行われていますが、今後は、こうした障がい児保育の充実がさらに重要になると考えます。特に民間の保育園では対応できない子どもに対し、市立保育所での保育の支援強化を願って、以下質問させていただきます。
　　ア　本市における障がい児保育の取組と課題について伺います。
　　イ　市内保育園、幼稚園における障がい児の受入状況と障がい児の待機児童の状況について伺います。
　　ウ　あゆの子の利用状況について伺います。
　　エ　医療的ケア児の保育状況について伺います。
　　オ　医療的ケア児を含む障がい児を受け入れる際の保育士、看護師の加配の要件、施設整備の要件などについて伺います。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　自主防災活動への支援充実を
近年では、毎年のように全国各地で自然災害が頻発し、甚大な被害が発生しています。大規模な災害時には、行政、消防、警察などの「公助」だけでは対応に限界があります。災害時の被害を最小限に抑えるためには、自ら取り組む「自助」、地域で取り組む「共助」が非常に重要になってきます。
本市では、府中市地域防災計画を策定し、災害対策を推進するとともに、防災情報誌「自主防災ふちゅう」を平成30年から７回にわたり発行し、市民の防災意識の啓発に努めてきました。想定浸水深表示板の設置や防災行政無線のデジタル化も推進されています。

一昨年の台風19号以降、特に水害に対する市民の意識は大きく変わり、地震についても東日本大震災から10年という節目を迎え、災害を再認識する機会になりました。

そうした中で、地域の住民が主体となって取り組む防災活動の必要性を改めて強く感じています。「共助」である自主防災活動が広く市民に定着するためにも、支援充実を願って以下質問させていただきます。
　　ア　総合防災訓練及び地域での防災訓練の取組状況、課題について伺います。
　　イ　自主防災連絡会の活動状況について伺います。
　　ウ　自治会などが防災に取り組む際に市としての支援にはどのようなものがありますか。
　　エ　自主防災活動を推進する上で、防災士の活用について市のお考えを伺います。
　　オ　水害に備えて浸水を防ぐ止水板が設置されている公共施設などはありますか。また、止水板以外の対策は取られていますか。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
12　遠田宗雄議員（一括質問）
　１　府中市の災害時の踏切対策について

2011年３月11日、東日本を襲った大震災の夜、首都東京は全ての鉄道が止まり交通網が遮断され大混乱となりました。
甲州街道などの主要幹線道路は帰宅困難者であふれ、都内の自転車店では帰宅のために使用する自転車を買い求める人の列ができるところもあったと聞いています。
府中市内でも帰宅困難者のために公共施設を避難所として開放するなどしました。
当日は予算特別委員会が開催されておりましたから記憶されている方も多いことと思います。
私は緑町のマンションの集会所に避難していた高齢者や子供たちの状況や地元晴見町のマンション屋上で破損した給水タンクの対応で幸町にある東京都水道局や市の防災課と連携を取りながら地域の安全を確認後、世田谷区内で帰宅困難者となった家族の迎えに走りました。
携帯をかけても連絡がつくのは発信から20～30分後にやっとつながることの繰り返しでうまくいかず、京王線の踏切は遮断機が下りたままで歩いて帰宅する人たちとの混乱の中で大渋滞になっていました。
家族と会えたときは零時を過ぎた頃で、電車がやっと動き出した府中駅ガード下のケヤキ並木でした。
暖味な記憶の中ですが、グリーンプラザなどで帰宅困難者の対応に当たっていた職員が府中駅北第２庁舎に戻る姿を見かけ挨拶したことを覚えています。
その後、「災害時の踏切において、安全が確認次第、遮断機を上げることはできないか」など、党を通じて国などに要望もいたしました。
今年2021年３月に成立した「改正踏切道改良促進法」などにより、府中市周辺の緊急輸送道路と交差する踏切の安全対策について、以下質問いたします。
　　ア　ＪＲ武蔵野線、ＪＲ南武線、競馬場線を含む京王電鉄京王線、西武鉄道・多摩川線にはそれぞれ幾つの踏切が設置されていますか。また緊急輸送道路と交差する踏切が市内や市境周辺に存在しますか。
　　イ　特に危険と思われる踏切や、開かずの踏切と呼ばれている箇所はありますか。また、大きく改善された踏切はありますか。
　　ウ　市は踏切の安全対策として、鉄道会社や東京都、国などの関係機関へどのような要望をされていますか。また、発災時には鉄道会社などとどのような連携を図るのか協定は結んでいますか。
　　エ　10年前の東日本大震災の発災時には、鉄道会社それぞれの踏切はどのような対応をされましたか。
　　オ　今回の改正で「改良すべき踏切道」について、市内で第一弾指定を受けた踏切はありますか。具体的にはどのように改善されますか。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　府中市の災害対策として流域治水の取組強化を

令和元年10月12日の台風19号の影響で府中市政の歴史で初めての避難勧告が発令されて、府中市が開設した避難所には8,280人の方々が避難しました。
既に２年が経過し、防災・減災について多くの議論と様々な対策が実施されてきました。激甚化、頻発化する傾向にあり河川の氾濫などにさらなる注意が必要となっています。
国は今年度から「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」がスタートしました。
行政という枠組みを超えた流域単位で「総合的な治水対策」を進めようというものとのことですが、多摩川を有する地域が一体となり水害対策に取り組む「流域治水」への転換が必要であると思い、市内浸水想定区域で暮らす市民が安心して生活ができるよう最優先に取り組んでいただくことを求め以下質問いたします。
　　ア　令和元年の台風19号の影響で多摩川の水位は何メートル上昇したか。その際の危険水位を何メートル超え、その水量は普段の何倍となったのか。
　　イ　三鷹市で拡張工事が進んでいる「野川大沢調整池」の完成によってどのような効果が期待されていますか。あわせて工事概要も教えてください。
　　ウ　多摩川・本宿堰から市内新田川縁道や雑田堀親水路など市内を流れる用水路を野川のように調整池として整備することは可能ですか。
　　エ　全国では国有地を活用した遊水地・貯留施設の整備計画があるようです。野球場、庭球場を含む府中市郷土の森公園を多目的遊水地としてみた場合の総面積を教えてください。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
13　福田千夏議員（一括質問）
　１　周産期のグリーフケアについて

日本では年間約２万人近くのお子さんが死産・流産で亡くなっています。お子さんを失ったお母さんの悲しみや喪失感は大きく、自己肯定感を失うなどメンタルの問題を抱えているにもかかわらず、お子さんが生きて生まれてこなかったということで、これまで様々な母子保健支援策の対象外となっていました。妊娠12週以降に亡くなったとしても、出産しなければなりません。そして、何よりも生きて生まれてこなかったとしても、お子さんはお母さんにとってわが子であるのだという認識が支援する側に欠けていました。そこで本年５月に厚生労働省は、流産や死産を経験した女性等への心理社会的支援等についてきめ細かな支援を行うため、出産後の産後鬱などを防ぐために産後健診の対象とする制度改正が行われ、全国の自治体に通知されました。今回の通知では、「市役所に死産届を出したにもかかわらず、市役所から子育て支援のお知らせが来て、深く傷ついた」という事例等を踏まえ、細かな配慮が明記されています。
死産・流産でお子さんを失った悲しみに対する社会の理解は十分ではありません。後にお子さんを授かることができたとしても、お子さんを失った悲しみが消えるわけではありません。誰にも相談できず、苦しんでいる方、また、どこに相談していいのか分からず、孤立している方もいます。こうした実態を速やかに把握し、当事者の深い悲しみ「グリーフ」に寄り添うケアが重要であります。それには医療機関などの関係機関と庁内の連携も強化していくことが必要であると考え、以下質問いたします。
　　ア　母子手帳交付後の流産・死産・新生児死をされた件数の把握はしていますか。
　　イ　流産・死産・新生児死を経験した方々の相談窓口はどこになりますか。
　　ウ　流産・死産・新生児死に伴う手続について伺います。
　　エ　流産・死産・新生児死を経験した方へは、これまでどのような配慮・支援グリーフケアがされていたか、また今後はどのような支援が考えられるか伺います。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　帯状疱疹ワクチン接種について

帯状疱疹は水ぶくれを伴う赤い発疹が体の左右どちらかに、帯状に出る皮膚の疾患で、強い痛みを伴います。2016年３月から、幼児の定期接種に使われている水痘ワクチンが50歳以上を対象に帯状疱疹予防に使用できるようになりました。帯状疱疹は小児期に帯状疱疹ウイルスにより水痘にかかり、いったん治癒した後、脊髄後根神経節等に潜伏した帯状疱疹ウイルスが再活性化することで発症する、高齢者に多い病気です。日本人成人の90％以上は原因となるウイルスが体内に潜んでおり、80歳までに約３人に１人が帯状疱疹になると言われています。皮疹が治った後も約２割の方に長い期間神経痛が残り、失明、耳鳴り、難聴などの後遺症が残る場合があります。患者さんの負担が大きいものとなるため早期の治療が必要です。
水痘・帯状疱疹ワクチンの接種により、帯状疱疹の発症、帯状疱疹後神経痛の発症を抑制することができます。また接種費用は生ワクチンで、約7,000円で、発症予防効果約50～60％と言われています。また、不活化ワクチンは20,000円以上と高額で２回接種で発症予防効果約97％以上と高い数値になっています。そしてこの接種費用に対し半額程度の費用助成を行っている自治体もあります。
この帯状疱疹ワクチンは50歳以上が対象となるものですが、あまり知られていない現状であります。罹患した方は「必要性を知っていたらワクチンを打っていたのに」とおっしゃっていました。コロナワクチンやインフルエンザワクチン以外においても健康を守るために各種ワクチンについて周知を進めていただきたいと思います。そこで以下質問いたします。
　　ア　帯状疱疹ワクチンに対する市の認識と見解をお伺いします。
　　イ　接種費用の助成の考えを伺います。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
14　にしみや幸一議員（一括質問）
　１　幼稚園・保育所と小学校の交流・連携－その実情と展望について－
子どもの成長を支える環境づくりとして、幼稚園・保育所と小学校との交流・連携の促進は、重要である。
その大きな理由は、二つある。第一に、いわゆる「小１プロブレム」などへの対応を視野に入れ、遊びを中心とした幼児期から児童期の学びへスムーズに接続させることの必要性である。

もう一つは、幼児期から学齢期まで、子どもを一貫して大切にする地域社会であってほしいという、子育て世帯を中心とした皆さんのシンプルな願いである。
その点、これまで府中市は、地域コミュニティの力も得ながら、子どもの健やかな成長を支える努力を重ねてこられた。今後も、「府中市児童発達支援センター（仮称）」が発足予定であることをはじめ、課題を抱えた子どもへの支援体制の充実が期待できるところである。

その一方、幼稚園・保育所と小学校の交流・連携に関する府中市の全体方針は、各地で展開されている「幼保小連携」のような具体的なものとしては、示されていないように思える。
そこで、幼稚園・保育所と小学校の交流・連携の推進について、現状と将来の可能性を改めて把握したく、以下質問する。
　　(1)　幼稚園・保育所と小学校の交流・連携について、必要性への認識と取組の基本方針は、どのようなものなのか。
　　(2)　「小１プロブレム」について

　　　①　「小１プロブレム」の現状と、「小１プロブレム」を抱える児童数の傾向は、どうなっているか。

　　　②　小学校における、「小１プロブレム」の解消を目指した主な対応は、どういったものか。
　　(3)　配慮が必要となる幼児に関する幼稚園・保育所と学校のスムーズな接続について（「小１プロブレム」や発達支援対応などを念頭に）

　　　①　就学に向け、幼児に配慮が必要と判断されるまでの流れについて、教育委員会・教育センターはどう関わるのか。代表的なケースを、お教え願いたい。

　　　②　配慮が必要な幼児に関し、幼稚園・保育所側と小学校の間で、情報共有は行われているのか。共有に当たっての課題も含めて、状況をお教え願いたい。
　　(4)　幼稚園・保育所と公立小学校の交流・連携の状況について
　　　①　各地で行われている「幼保小連携」とは、どういった取組メニューを持つものと、教育委員会では承知しているか。

　　　②　教育委員会では、市内の幼稚園・保育所と公立小学校との交流・連携活動の現状について、どの程度把握されているのか。また、現状をどう評価されているか。

　　　③　去る11月16日の「文教委員協議会」で報告された「第３次府中市学校教育プラン（案）」には、幼稚園・保育所と公立小学校の連携に関連した記述が、ほとんど見受けられない。プラン取りまとめに当たり、この点について、議論や課題整理がされた経緯があったか。
　　　〔答弁〕市長・教育長・担当部長
15　竹内祐子議員（一問一答・１件のみ答弁）
　１　住民福祉の増進と開かれた行政運営を求めて
府中市には公共施設が多く存在し、市民活動にとって重要かつ身近な施設として認識されています。現在その多くは建築から年数が経過したことにより老朽化が顕著となり、市財政においても今後の課題として、公共施設整備基金に多額の費用が積み立てられています。
歴史として振り返れば、競走事業である平和島競艇の収益により市内には多数の施設が設備されてきました。近年では増収傾向にありますが、社会情勢や経済の影響を受け安定的な収益が見込める確約のない事業ではあることは受け止めておかなければなりません。市税収入に対し、箱物と言われるような豪華な施設を多く持つことでその施設の維持管理、保全には多額の費用が必要とされることは今後のまちづくりの中でしっかりと見つめていかなればならない課題ですが、市民にとって必要な公共施設を維持することも行政にとって大変重要な課題です。
国の主導による民間化の流れが強まる中、地方自治体でも公共施設マネジメントという考え方に倣い「施設の最適化」が行われることとなりました。
府中市公共施設マネジメント推進プランが策定され、モデル事業１では、「府中駅周辺施設の再編」としてグリーンプラザの廃止が、モデル事業２では「学校施設の更なる活用」として地域プールが今年度をもって廃止する計画となっています。

公の施設「住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設」と定義されている施設が、本市では廃止されるという状況が続いています。時代や市民ニーズに合わせ、また限られた財源の中では見直していくことも必要ではありますが、その根幹において市民に寄り添い、当事者の声を聞き、最大限の努力を持って対応していくことは必須だと考えます。
しかし、グリーンプラザにおいても、地域プールにおいても市民からはなぜ廃止するのか、存続させて欲しいなど多くの疑問や要望が寄せられており、市の説明が不十分であったのではないか、改善すべき点が多く残されているのではないかと感じています。
公共施設マネジメントにおける、市の考えや計画に関する情報を分かりやすく公開し、市民に説明する責任と今後の運営方針について改善を求めお聞きします。個別の施設ごとに市は十分な説明を行ってきたのか、なぜこのように市民から納得していないという多くの意見が上がるのか、こうしたことは行政としては評価できるものなのか、その点について問いたいと考え質問します。

　　(1)　府中市の公の施設について

　　　①　市が直接使用する財産「公用財産」について簡潔に教えてください。
　　　②　市民が共同利用する財産「公共用財産」について簡潔に教えてください。
　　　③　公の施設の廃止を行う上で遵守すべき法令、規定はどのように定められていますか。
　　(2)　公共施設や公共サービスの廃止について
　　　　以下の施設におけるサービスや機能の廃止に関して、地域住民や施設の利用者、団体への説明はどのように行われたか教えてください。

　　　①　モデル事業１「府中駅周辺施設の再編」におけるグリーンプラザの廃止に関して

　　　②　モデル事業２「学校施設の更なる活用」における地域プールの廃止に関して

　　　③　朝日体育館の廃止
　　　④　文化センターでの浴場の廃止

　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　ジェンダー平等の推進を求めて－性暴力、痴漢やセクシャルハラスメントを許さない取組を地域から－
新型コロナウイルス感染症の拡大が経済活動に与えた影響によって様々な社会の課題がより鮮明になりました。非正規労働者をはじめ、多くの女性やひとり親家庭は深刻な影響を受けています。また感染症の蔓延下であっても社会活動を欠かすことができないケア労働を担っている多くが女性であるという実態があります。労働環境における男女間格差や絶えず続く性暴力やＤＶといった女性や子どもを取り巻く問題の解決のためにもジェンダー平等の推進を求める声が大きく広がっています。
日本では、女性の生涯賃金は、男性と比べ約１億円もの格差があると言われています。女性が主に担ってきた家事や育児といった労働への対価が適正に評価されず、女性が「やって当たり前」という偏見は、封建的な考え方「家父長制」から続く、社会的にも文化的にも女性の地位を認めてこなかった性差別が根本にあります。
しかし、それだけでなく性別によって「こうあるべき」と当てはめられ、決めつけられてきた役割や思い込みは私たちの身近なところに見え隠れしながらも多数存在し、性別を問わず思考を縛りつけています。それらジェンダーバイアスは、差別や偏見といった深刻な問題であっても「仕方のないこと」と片付けられてしまう要因にもなってきました。
世界を見れば国連の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」においても「ジェンダー平等の実現」が目標として掲げられており、ジェンダー平等の推進は、貧困の削減から、全ての子どもの健康、教育、保護、福祉の増進に至るまで、健全な社会のあらゆる側面に欠かせないと述べられています。しかし、日本は先進国だけでなくアジア諸国と比較してもジェンダーギャップ指数が大きく遅れている現状があります。

ジェンダー平等は基本的人権の一つであり、日本国憲法が保障する基本的人権にのっとって、性別にかかわらず誰もが個人の尊厳を守られ、それぞれが自分らしく生きられることを保障することを守らなければなりません。
ジェンダー平等推進を前提に、ジェンダーに関する課題として、私たちの身近にある差別や暴力（力だけでなく言葉や行為によるハラスメントを含め）それらを許さず、未然に防ぎ、子どもや若者を守っていくための府中市の施策の向上を求め質問します。

　　(1)　ジェンダー平等の推進について

　　　①　府中市におけるジェンダー平等の推進に対する考えを教えてください。
　　　②　庁内での、ジェンダー平等推進に関する取組や調査はありますか。
　　　③　ジェンダー平等推進に関し、庁内で改善すべき課題があれば教えてください。

　　(2)　性暴力、痴漢、ハラスメントについて
　　　①　府中市での性暴力、痴漢、ハラスメントに関する対策や相談はどのように取り組まれていますか。それぞれについて教えてください。
　　　②　庁内における市職員からのハラスメント相談はどのように対応されていますか。
　　　③　職場や家庭などでのハラスメント、差別、暴力について、どのような相談機関がありますか。それについての周知はどのように行われていますか。
　　　④　未成年・成人に対する性暴力や痴漢に関する被害や相談件数についてそれぞれ教えてください。（警察や鉄道会社などからの報告・確認している件数について）
　　　⑤　④についての対策や啓発はどのようなものがありますか。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
16　奈良﨑久和議員（一括質問）
　１　道路の空洞化調査と地下埋設物の適切な管理について－安心・安全な道路管理を目指して－
11月２日、吉祥寺での道路陥没事故は記憶に新しいところですが、市道の陥没は長さ約10メートル、幅約２メートル、深さ４～５メートルに及びました。今回の陥没では、市のごみ収集車が転落、６日後にようやく引き上げられましたが、復旧まで11日を要しました。
11日には、北海道三笠市でも陥没事故があり、乗用車１台が転落し、乗っていた20代の女性が腰の骨を折るなど男女３人が重軽傷を負いました。原因究明や乗用車の引上げ、復旧など、周辺道路が2.5キロメートルにわたって通行止めとなりました。
この２件では幸いに人命が失われることはありませんでしたが、こうした事故のたびに、日常生活が制限されるとともに、道路の地下に多くの注目が集まります。
平成29年第２回定例会で災害時にも安心な道路の確保を目指し空洞化調査と緊急輸送道路の耐震化などについて質問させていただきました。そのときにも触れましたが、道路には地下に様々な埋設物があり、その全てを把握できているわけではありません。
また埋設物のトラブルや頻発する地震の影響などから、規模の大小はあるものの少なからず空洞が発生。これを放置すれば地震や地下水や降雨により空洞は広がり、また深い部分の空洞が、天井部分から順次崩落し徐々に地表近くに移ってくるとも言われています。
国土交通省の調査「道路の陥没発生件数とその要因」では、令和元年度で全国では9,163件もの陥没が起きています。うち市区町村管理の道路が84.3％、都道府県管理が14.1％、国道が1.6％弱と、管理延長が違うものの地方自治体の管理道路がほとんどです。
陥没の要因として、道路施設（側溝・函渠・橋梁・法面・擁壁・共同溝・ボックスカルバートなど）が52.5％、道路占有物件（上下水道・電気・ガス・通信など）が20.3％と、道路の施設や地下埋設物の劣化や損傷が大きな要因とされています。
道路の適切な管理のためには、精度の高い空洞化調査とその結果に基づく予防的な管理が必要となると考えます。同時に大規模な災害の発生を考えると、適切な対応がいざと言うとき、大切なライフラインや緊急車両の走行を確保することにつながると考えます。
前回の質問では、平成26年度の市内主要道路の調査から２年が経過し、調査を検証し、調査結果に基づく適切な補修などの対応と、より積極的かつ計画的な調査を図る必要性を訴えました。
今回は、前回の質問・答弁を踏まえ、その後の空洞化調査の取組状況と地下埋設物の適切な把握と管理について確認する意味で、道路の空洞化調査と地下埋設物の適切な管理について－安心・安全な道路管理を目指して－と題し、以下質問いたします。
　　ア　平成26年度の空洞化調査（市内幹線道路51路線、約88キロメートル）後に補修等対応を実施（69か所の空洞を確認し埋め戻し）しましたが、調査路線において、その後の検証と、課題について改めてお伺いいたします。
　　イ　前回の質問で、定期的な空洞化調査の実施と調査路線の拡大を求め、定期的な調査の実施と予防保全型の管理の推進、一般道路の実施も検討するとの御答弁をいただいておりますが、市の計画的な調査、管理への考え方と、これまでの取組状況についてお伺いいたします。
　　ウ　道路占有物件を含む地下埋設物について、より正確な状況把握と現状の管理状況についてお伺いいたします。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
17　西のなお美議員（一問一答・１件のみ答弁）

　１　府中市の不登校対策について

近年、全国的にも不登校児童・生徒数が増加傾向にあります。全国の小・中学校や教育委員会を対象に実施した調査では、不登校の小・中学生は約19万6,100人と、前年度比約１万4,600人増えて過去最多となり、不登校児童生徒の55％が90日以上の長期欠席をしているとされています。

府中市においても、今年度上半期の不登校の児童・生徒の数は小・中学生で増えていることが教育委員会からの報告で分かりました。そのような子どもたちの受け皿として府中市内でもフリースクールや学習支援などの活動が行われていますが、行政の取組として「不登校特例校」の設置などが近隣市でも進められています。府中市でも「不登校特例校」設置の意向が述べられています。
「不登校」については様々な要因が絡んでいます。「不登校特例校」を作れば解決するというものではありません。当事者や家庭についての状況をどのように把握し、対策の中に取り入れてきたのか、今後どのように取り組んでいくのか市の考えを伺います。
　　(1)　府中市の子どもたちの不登校の現状について、市としてどのように捉えていますか。

　　(2)　不登校の子どもたちの数の推移を３年の推移で教えてください。また、不登校の状態にあっても相談につながっていない子どもの割合と状況を教えてください。

　　(3)　不登校の子どもたちに対しての対応として、どのようなことが教育委員会や学校で行われていますか。
　　　〔答弁〕市長・教育長・担当部長
　２　公園の在り方への考えと公園管理について
府中市は、「緑のまちづくりの取り組みを総合的かつ計画的に推進するため」として、2020年から10年間を計画期間として、「府中市緑の基本計画2020」を策定しました。その中の施策12「緑育のまちづくり活動をサポートする仕組みづくり」では、行政との協働をサポートするためとして、中間支援組織の導入や、公園の活性化に関する協議会の設置、みどり法人認定制度を用いた支援に取り組むことなどが盛り込まれています。
私は、都市緑地法の改正が行われた４年前に、都市公園や緑地の在り方について一般質問をしました。その際は、法改正により、公園管理者である市と関係行政機関、学識経験者などの専門家、地域の関係者などからなる協議会を設置し、公園の在り方などを検討していくと答弁され、協議会が府中市の公園・緑地の在り方に大きく影響があるということが分かりました。例えば府中市では「冒険遊び場」のような、子どもたちが自主性を育みながら自由に遊ぶことができるプレイパークがありません。子育て世帯からの要望も多く、他市のように、行政と市民の協働で市内の公園、緑地の在り方として検討していただきたいと思いますが、そういった市民の要望が反映される場として協議会が設置され、運営されることを期待しています。
そして、府中市では指定管理者制度導入を行うことを前提に、第３回定例会で公園条例の改正が行われました。来年度には事業者の選定と決定が行われ、再来年から指定管理者制度が試行的に導入されるとのことです。今後、公園の在り方や公園管理が、どのように変わっていくのか、また、市民協働がどう生かされていくのか質問します。
　　(1)　「緑の基本計画2020」に基づき、緑のパートナーとの協働をサポートする体制について具体的に伺います。

　　　①　市民と行政の協働が円滑になるよう、それぞれの間をつなぐコーディネート組織としての「中間支援組織」の導入とありますが、具体的にはどのような組織を指していますか。

　　　②　「公園の活性化に関する協議会」の設置については2020年度に予算化されましたが設置されませんでした。その後の考えはどうなっていますか。

　　　③　市民活動団体や市民による自発的な緑地保全の取組を推進するため、法に基づく「みどり法人」の認定制度を用いた支援についての市の考えを教えてください。
　　(2)　インフラ管理ボランティア制度「府中まちなかきらら」の登録数の推移や、取組の現状、課題について教えてください。

　　(3)　指定管理者による包括管理事業についてお聞きします。指定管理者制度の中で「市民協働」がどのように落とし込まれていくのか、考えを教えてください。また、他市の事例などから、導入への課題があれば教えてください。
　　(4)　包括委託事業としては市内全域で道路包括管理委託が始まっていますが、どのように市民協働が取り入れられていますか。事業者選定の際にどのような提案があったのか、また、それに対しての評価について教えてください。

　　　〔答弁〕市長・担当部長
18　奥村さち子議員（一問一答）
　１　介護予防・生活支援サービス事業の充実を求めて
介護保険制度における要支援認定者へのサービスは社会保障としての給付から、自治体ごとの「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行され、府中市では2017年より、要支援者への家事などの日常生活への支援は「介護予防・生活支援サービス事業」の中で行っています。この事業は、市区町村と多様なサービスを提供する事業者や市民団体が協力して進めていくもので、市区町村の裁量によるところが大きく、地域差が課題であると言われています。

介護保険制度は、認定を受けた人に個別給付するのが原則ですが、「介護予防・日常生活支援総合事業」のサービスは個人への支給ではなく、市区町村に直接事業費が支払われ、要支援認定者が増えても個別給付のように税財源を確保する義務はなく、市区町村がやりくりを求められています。
2019年の第４回定例会で私は、「介護予防・生活支援サービス事業」における多様なサービスの拡充を求めて一般質問をしました。府中市では、住民主体の自主活動として行う生活援助や通いの場の「サービスＢ」と、移動支援「サービスＤ」は実施しておらず、事業者による生活援助やミニデイサービスを行う市独自の基準による「サービスＡ」と、短期集中予防「サービスＣ」を実施していることを確認しましたが、取組については現在も変わっていません。質問をした際には、実施している「サービスＡ」の課題として、「介護人材の確保が難しい状況であることから、担い手を増やす取組の推進等が課題であると認識している」との市の見解でした。
要支援者への生活支援である訪問型サービスには、自治体の事業に移行される以前の介護予防訪問介護に相当する身体介護を伴う生活支援のサービス（国基準）と、緩和した基準によるサービス（市独自の基準サービスＡ）の２種類があります。認知機能の低下により日常生活に支障がある症状がある人や、状態が変化しやすく、専門的なサービスが必要な人などは国基準の対象ですが、例えば足腰が弱っていて、買い物をすることなどが困難な人は、サービスＡの対象となります。

事業開始から５年がたち、高齢化が進む中で、日常生活への様々な支援へのニーズは高まっていますが、支援が必要でも、サービスＡを提供できる事業者がなく、支援を受けられず、日常生活を送ることが困難な状況にあるという人が増えているという声を聞いています。高齢者が自立した暮らしを営んでいくための支援体制が早急に必要であると考え、以下質問いたします。

　　(1)　要支援者への生活支援が、市の「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行したことについての市の認識を伺います。
　　(2)　要介護、要支援の認定者数の直近５年間での推移を教えてください。

　　(3)　介護予防・生活支援サービス事業の訪問型サービスについて伺います。
　　　①　国基準による訪問型サービスの、事業開始当初からの利用人数と件数の推移
　　　②　市独自の基準による訪問型サービスＡの、事業開始当初からの利用人数と件数の推移

　　　③　国基準、市独自の基準それぞれの登録事業者数

　　(4)　介護予防・生活支援サービス事業の担い手を増やす取組の内容と実績を教えてください。
　　(5)　介護予防・生活支援サービス事業の課題と対策について伺います。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
19　杉村康之議員（一問一答・１件のみ答弁）
　１　再生可能エネルギー及び自立分散型エネルギーについて
2015年の12月の一般質問で「スマートコミュニティ」について、2017年２月に「剪定枝の活用」について取り上げ、その後もたびたび質問してきました。
これまで大きく進展することはありませんでしたが、最近の国の動きも踏まえて、市としても脱炭素やＳＤＧｓに本格的に取り組む姿勢が見えてきました。市の総合計画や国土強靭化地域計画など新しく作成される市の各種計画の中でも、再生可能エネルギーはもちろん、自立分散型エネルギーという記述も多く見られました。

そこで改めて、再生可能エネルギー及び自立分散型エネルギーについての基本的な考え方をお聞きします。
　　①　平時または非常時における、再生可能エネルギー及び自立分散型エネルギーについて、市長の基本的な考え方をお聞かせください。
　　②　剪定枝の活用については昨年2020年６月の答弁で、環境政策課の役割として「環境負荷低減を推進する立場から、市の旗振り役として、各施設所管課などの関係部署と連携して全庁的に検討していく必要がある」とありました。その後どのように検討されましたか。
　　③　環境省の補助金を使った、剪定枝の活用に関する調査の際のアンケートで、協力の意思のあった市内事業者５団体をはじめ、民間団体との協働をどう考えますか。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　市の全戸配布物の配布漏れに関して
平成30年にごみカレンダーの配布漏れ、令和２年にふちゅチケちらしの配布漏れと続きました。同様なことが繰り返し起こったことについて、充分な検証が必要であると思います。どんな検証がされ、再発が防止できるのか、お聞きします。

　　①　ごみカレンダー配布漏れの検証の方法と内容は。

　　②　ふちゅチケちらし配布漏れの検証の方法と内容は。
　　　〔答弁〕担当部長
　３　大規模災害時の地域医療体制は大丈夫か
新型コロナに対応した市内の医療体制を考えたとき、法的な制約などから市ができることは限られる、というのが市の認識で、市独自の医療体制を整備することができなかったと理解しています。（例えば、感染したが自宅待機とされた人のために公共施設を開放し、医療行為を行うことは困難であるということなど）

その経験から、大規模災害時にも同様な制約があり、充分な地域医療体制が提供できない可能性があるのではないかとの懸念を覚えたので、以下質問します。

　　①　新型コロナに対応した医療体制を市として整備する上で、制約となったもの（法体系や制度）にどんなことがあったか。

　　②　大規模災害時に、それらが同様の制約となる懸念はないか。
　　③　大規模災害時の地域医療体制をどのように考えているか。
　　　〔答弁〕担当部長
20　赤野秀二議員（一問一答・１件のみ答弁）
　１　分倍河原駅周辺地区まちづくりについて
今年度、分倍河原駅周辺地区を対象にした「府中市都市・地域交通戦略」を進めるための「府中市都市・地域交通戦略推進協議会」（以下では、交通戦略、及び、協議会とする）が設置され協議が行われることとなった。
分倍河原駅周辺地区まちづくりについて議会への報告は、昨年の８月に「まちづくり基本計画」についての報告が行われたが、その後の取組については報告がされていない。
市ホームページで「分倍河原周辺地区まちづくりニュース（15号）」を見たという市民の方から、今の状況はどうなっているのかという問合せも寄せられている。

そこで、協議会の状況や交通戦略の現状について、以下質問する。
　　(1)　協議会の目的と開催状況とその協議内容について
　　(2)　鉄道事業者との間の協議が行われ、３月に締結された覚書の具体的内容はどのようなものか。また、今後の協議課題は何か。

　　(3)　交通戦略に記載され、今年度に調査、設計、用地取得等となっている下記施策の進捗状況について、着手状況も含めて聞きたい。
　　　①　南北自由通路の再整備
　　　②　駅へのアクセス道路の拡幅・整備
　　　③　東西自由通路の新設
　　　④　駅直近へのたまり空間の確保
　　　⑤　市道４－139号等、歩行者空間の確保、自転車走行空間の確保
　　(4)　これらのまちづくりの取組について、周辺住民に対する周知・説明の状況はどうなっているか。
　　　〔答弁〕市長・担当部長
　２　本町２丁目跨線人道橋の工事について
本年第１回定例会の質疑で、市道４－122、本町２丁目跨線人道橋（以下、人道橋）については、橋梁の橋脚や床版、点検で補修が必要になり補強工事を行うこと。また、工事においては、なるべく皆さんに迷惑がかからないような形で対応していきたいと答弁があった。

しかし、12月１日から来年２月25日まで人道橋が終日通行止めとなるとの通知があり、市ホームページに迂回の案内も含めた内容が掲載されている。日常的に人道橋を利用している市民の方から戸惑いや迂回路の安全性についての声が寄せられている。

そこで、迂回路の安全対策などについて、以下質問する。
　　(1)　人道橋の通行状況についての事前調査は実施したか。行っていればその内容とその利用形態（自転車、徒歩など）の特徴
　　(2)　「迷惑がかからないように」としていたが、結果として通行止めとなった経緯
　　(3)　迂回案内等の掲示と安全対策、特に鎌倉街道へ迂回する場合の安全確保策はどう考えているか。
　　　〔答弁〕担当部長
　３　難聴者への支援策の拡充について
これまで、高齢者や中等度難聴者への補聴器購入費助成、磁気ループなど補聴システムの活用推進を求め幾度か質問してきた。
難聴者への補聴器活用については、厚労省の「自治体における難聴高齢者の社会参加等に向けた適切な補聴器利用とその効果に関する研究」や「難聴補正による認知症予防を目指した研究」が相次いで公表されており、補聴器装着の有効性が述べられている。
これらの研究も踏まえた難聴高齢者への補聴器助成の実施。また、補聴システムの活用促進や聴覚障害者への日常生活用具費等給付事業の改善・拡充を求めて以下質問する。
　　(1)　補聴器装着の重要性について、二つの研究で示されている補聴器の効果や課題について、市の認識はどうか。

　　(2)　高齢者への補聴器助成については、東京23区内では14自治体が実施している。府中市でも助成を求める陳情も出され、議会質問でも求めてきたが、府中市の検討状況はどうか。

　　(3)　磁気ループなどの補聴システムの活用について、府中市としてどう考えているか。また、補聴システム活用状況はどうか確認したい。（芸術劇場、市民会館、プラッツについて）
　　(4)　日常生活用具費等給付事業において、聴覚障害者用通信装置が品目一覧に掲載されている。しかし対象となる機器は、「一般の電話回線に接続する機器として、ＦＡＸやＴＶ電話など」が「音声の代わりに文字等により通信が可能な装置」として記載されている。しかし、ＦＡＸを利用する人は減少傾向にあり情報伝達手段として、スマホなどのＩＣＴ活用が進みつつある。そこで、文字等により通信が可能な装置として、スマホやタブレットなどを対象にして欲しいという要望がある。給付対象装置とすることについて市の考えはどうか。

　　　〔答弁〕担当部長
21　前川浩子議員（一問一答）
　１　発達障がいを持つ子どもたちを支援していく方策について－教育・福祉・地域の連携の推進－
「発達障害者支援法」が制定されたのは、平成17年４月。今から16年前です。
それまで、「発達障害」というものの認知がされず、生きづらい苦しさを抱えた方が多くいました。
「発達障害者支援法」制定から現在に至るまでに、社会状況は大きく変化し、特に法整備に関しては、平成23年の「障害者基本法」の改正、平成26年「障害者の権利に関する条約」の発効、平成28年「障害を理由とする差別の解消に関する法律」の施行、同年「改正発達障害者支援法」の施行と進んできており、施策の拡充も多く見られるところです。
が、発達障害に限らず、子どもたちへの支援は行政分野を超えた切れ目のない連携が不可欠です。
府中市においても、「府中市児童発達支援センター」の新設が予定されており、今こそ課題の整理を行い、より実効性のある支援と連携を進めていくことが肝要と考えます。
今回は、発達障害を持つ子どもたちへの支援に焦点を当て、お聞きいたします。
①　府中市の子育て・子育ち支援の基本理念とは何か。
②
　現在行われている子育て支援の分野での発達障がいへの対応
③　現在行われている障害者福祉の分野での発達障がいへの対応
④　現在行われている教育の分野での発達障がいへの対応

　　　〔答弁〕市長・担当部長
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